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要　旨
新潟県でもベトナム人技能実習生が増加しており外国人の生活、教育、就労面
への対応策が必要になっている。本稿では、技能実習制度の国際貢献と技術移転
の本来の目的である人材育成を強化するための仕組みを提案するために、技能実
習中の課題と原因および帰国後の就労状況を文献調査により調べた。次に人材育
成で重要となる技能実習生の日本語能力、ベトナム人技能実習生を雇っている新
潟県企業内での日本語教育の実施状況について調査を行った。調査の結果、技能
実習生の30%は実習終了帰国後に職がなく、また企業の日本語教育意識と実際の
労働者の日本語能力を見ると、外部委託で日本語教育を行う企業の方が労働者の
日本語能力と日本語能力資格取得率が高いことがわかった。このような課題を解
決するために、技能実習生の人材育成を強化するための提言を行った。
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1 　はじめに

新潟県の外国人の受け入れ人数はかつて他県より少なかったため、技能実習生に関する
問題の発生も少なかった。しかし、新潟労働局［2019］によると、2016年から新潟に来
るベトナム人が増加している。令和元年10月末時点の外国人労働者数は10,430人で、前
年同期比1,512人、17.0％の増加で、全国の外国人労働者数（1,658,804人）に占める割合
は、0.6％となった。これは平成19年に届出が義務化されて以来、過去最高である。国籍
別では、ベトナムが最も多く3,106人で、外国人労働者全体の29.8％を占める。この内、
技能実習の在留資格は2,1967人で69.8%を占める。人数の増加スピードが早いため、技能
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実習生に関する問題も増える可能性がある（新潟労働局2019）。
本稿では技能実習制度の国際貢献と技術移転の本来の目的である人材育成を強化するた
めの仕組みを提案するために、最初に技能実習中の課題と原因および帰国後の就労状況を
文献調査により調べる。次に人材育成で重要となる技能実習生の日本語能力、ベトナム人
技能実習生を雇用している新潟県企業内での日本語教育の実施状況について調査を行う。
調査の結果を元に、人材育成を強化するための提言を行う。

2 　新潟県におけるベトナム人の受け入れ状況

新潟労働局［2019］によると、令和元年10月末時点での、外国人労働者は10,430人で
あり、外国人労働者を雇用している事業所数は1,909か所であった。これは対前年比でそ
れぞれ17.0％、5.7％の増加となった（図 1）。外国人労働者及び外国人を雇用している事
業所数ともに平成19年に届出が義務化されて以来、過去最高である。

外国人労働者が増加した要因として、技能実習制度の活用による技能実習生の増加や、
高度外国人材・留学生の受入れが進んでいることが考えられる。
新潟労働局［2019］によると、国籍別では、ベトナムが最も多く3,106人で、外国人労
働者数全体の29.8％を占める。次いで、中国（香港等を含む。）、フィリピンの順である。
ベトナムについては、前年同期比で1,005人（47.8％）と大きく増加した。また、在留資
格をみると、ベトナム人の技能実習生が最も多い（表 1）。

図 1　外国人労働者数・外国人雇用事業所数の推移

（出所）新潟労働局［2019］
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3 　技能実習中の失踪や犯罪行為の課題と原因

3．1　技能実習生の失踪について
来日する技能実習生の増加とともに、失踪する技能実習生の数も増加している。法務省

［2018］の総計によると、特に、ベトナム人の失踪者数は平成24年から 5年間で、 7倍以
上に増えた（表 2）。

表 1　新潟県における国籍別・在留資格別外国人労働者数外国人労働者数

（出所）新潟労働局［2019］
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3 ．2 　技能実習生の犯罪行為について
警察庁刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課［2018］の統計では、ベトナム人に
よる犯罪は、すでに平成28年から著しく増加している（表 3、表 4）。
表 3、 4に示す通り、ベトナム人に関わる検挙件数は2009年からの 9年間で10倍近く

膨らんでいる。これは「実習生」や「留学生」として、出稼ぎ目的のベトナム人が受け入
れられた結果と考えられる。上記の表 1を見ると、ベトナム人は在留者数では外国人全
体の24％だが、検挙件数では33.1％を占める。ベトナム人に関わる検挙件数は最も多い状
況である。

表 3　検挙件数

（出所）警察庁刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課［2018］

表 2　技能実習生の失踪者数の推移

（出所）法務省［2018］
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3 ．3 　技能実習中の失踪や犯罪行為課題の原因
3．3．1　技能実習生の増加に対して監視機能の限界
張ら［2020］が述べているように、上記の状況の原因は、技能実習制度の負の側面と

考えられる。技能実習生の数は年々上昇傾向にある。国籍別でみると、ベトナム、中国出
身の技能実習生が多い。その内、中国が経済発展により出稼ぎに出る若者が減ったことも
加え、ベトナム政府が積極的に、若者が海外で働くことを支援しているため、平成28年
からベトナム人技能実習生が中国人技能実習生を上回った（図 2）。
技能実習生の保護を達成するためには、松田［2019］が指摘しているように、許可制

と認定制の二重構造や罰則規定、監視機関の設置等が必要で、監視機関が本当にその役割
を担えるかがカギとなる。しかし、技能実習生の圧倒的な増加に対して、監視機関の人材
不足と問題に対する能力不足から、国際貢献・技術移転という目的から大きく離れた実習
生への人権侵害行為が横行している。

3 ．3 ．2 　技能実習実施不正行為
例えば、法務省［2018］『報道発表資料　技能実習制度の現状（不正行為・失踪）』に
よると、平成29年に「不正行為」の通知件数が多かったのは①賃金等の不払、②偽変造
文書等の行使・提供、③労働関係法令違反、④不法就労者の雇用等、⑤技能実習計画との
齟齬、⑥名義貸し、⑦暴行・脅迫・監禁、⑧人権を著しく侵害する行為等である。技能実
習生への最低賃金を下回る基本給の支払い、虚偽の内容の源泉徴収票の地方入国管理局へ

表 4　検挙人員

（出所）表 3に同じ。
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の提出、違法な時間外労働の強要、不法残留中の外国人等を違法に就労させたこと、地方
入国管理局への入国・在留諸申請の際に提出した技能実習計画と著しく異なる内容の技能
実習の実施、技能実習生に対して、「日本語を理解しない」等を理由に叩く殴る、蹴る等
の暴行を恒常的に行っていたことなど、問題が多いことがわかる。
受け入れ先の不正行為と管理団体の監視機能が限界で、技能実習生とコミュニケーショ
ンが足りなくなり、失踪している。失踪後、帰国せずに日本で違法滞在し、お金を稼ぐた
めに犯罪行為に関わる事例が多い。

4 　技能実習生の帰国後の状況

4．1　帰国後の就職率が低い
外国人技能実習機構［2019a, 2019b］による平成30年度技能実習制度に関する調査で

は、平成30年度の調査対象者、 2号の技能実習を修了した技能実習生のうち、平成30年
8月から11月までの間に自国（中国、ベトナム、インドネシア、フィリピン及びタイ）
に帰国（予定を含む）した19,468人に対してアンケート調査を実施し、内5,257人の有効
回答があった。
技能実習生の帰国後の就職状況については、「雇用されて働いている（22.2％）」「雇用

図 2　在留資格「技能実習」の国籍別の在留者数

（出所）厚生労働省［n.d.］
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されて働くことが決まっている（9.1％）」または「起業している（15.0％）」と回答した
人は、46.2％となっている。
また、「雇用されて働いている」、「雇用されて働くことが決まっている」または「起業
している」と回答した者のうち、従事する仕事の内容が「実習と同じ仕事（48.2％）」ま
たは「実習と同種の仕事（19.8％）」と回答した人が68.0％となっている（図 3）。

このことから、日本で実習したにも関わらず、帰国後の就職率が低いことがわかる。「仕
事を探している」が25.3％、「何もしていない」が4.5％で約30％が職についていない。こ
の原因として考えられるのは、仕事の需要と供給とのミスマッチ、すなわち、需要がある
就職先と実習生が望む就職先とのギャップが存在し、ミスマッチにつながっていることや
技能実習生の日本語能力が低く日本での就労経験を活かした仕事を見つけられないと考え
られる。技能実習制度の目的は国際貢献と技術移転で、人づくりであると言える。外国人
技能実習機構［2019a, 2019b］による平成30年度技能実習制度に関する調査はベトナム
人に限定した調査ではないが、実際に日本で行っていた仕事は単純な操作で、ベトナムで
も身につけることができる。しかし、同じ仕事内容であれば日本で働くと給料が高いと考
えられ、ベトナムに戻ったら同じ仕事で低い給料をもらいたくない。ベトナムでは、日本
に関わる企業に勤めると日本語能力が高ければ高いほど収入が高くなるが、技能実習生の
日本語能力はそうした仕事を遂行するほど高くないので、就職することができない。すな
わち、日本で習得した技能を帰国後活かすことができておらず、問題である。
こうした問題の要因として考えられるのは、技能実習生が日本で就労しても日本語能力

のレベルが低いということである。そこで、企業の日本語教育意識と実際の労働者の日本
語能力との関係について以下の調査を実施した。

4 ．2 　実習終了後の技能実習生の日本語能力
◆　調査の目的
・ベトナム人技能実習生の来日前と実習終了後の日本語能力について調査する。

図 3　技能実習生の帰国後の就職状況

（出所）外国人技能実習機構［2019b］
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◆　調査対象
・これから来日して、技能講習を始めるベトナム人。
・現在、技能実習中のベトナム人。
・技能実習が終了し、帰国したベトナム人。
◆　調査方法
・オンライン質問票を送信した。
1．回答の回収結果
2020年 2月 2日から 2月28日まで、171人から回答があり、有効回答率は100％であった。
2．調査対象会社の属性
（ 1）所在地
171人の中、100人がベトナムにいて、71人が日本の各都道府県に住む。
（ 2）技能実習の業種
農業関係は17人、建設関係は33人、食品製造関係は64人、繊維・衣服関係は16人、機
械・金属関係は13人、プラスチック成形は 1人、溶接は10人、自動車整備は 8人、ビル
クリーニングは 9人である。

3．調査結果
これから来日して、技能講習を始める58人の内、JLPTN 2相当は 2％、JLPTN 4相当
は 3％、JLPTN 5相当は19％、教科書『みんなの日本語』の第36～50課以下のレベルは
3％、教科書『みんなの日本語』第35課以下のレベルは73％である。みんなの日本語は
第 1～10課が初歩レベルで課が進むにつれて難易度が上がっていく。

図 4　来日する前の技能実習生58人の日本語能力

（出所）筆者作成。
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図 4から、来日する前の58人の技能実習生のうち、73％は日本語能力資格を持ってい
なかった。技能実習終了した46人の内、17人しか日本語能力資格を取得していない。こ
れは約37％の技能実習生しか日本語能力資格をもっておらず、日本語能力が一定レベル
に達していないことが分かる。

4 ．3 　帰国後の日本語能力と就職状況の関係
技能実習生の帰国後の仕事と日本語能力について岩下［2018］は調査を実施し、表 5

の通り、日本語能力が上達すればするほど収入が高い仕事が見つける可能性が高いことを
明らかにしている。この点からも帰国後に日本語能力が高ければより待遇のよい仕事につ
けることが分かる。

5 　新潟県内の受け入れ企業の日本語能力育成状況の調査

次に、新潟県内の受け入れ企業の日本語能力育成状況について以下の調査を実施した。
◆　調査の目的
・ 本調査は新潟県企業で働くベトナム人の労働者に対して新潟県企業が日本語教育を実
施する意識について調べることを目的としている。
◆　調査対象
・ベトナム人の労働者を雇用している新潟県企業を対象にする。
◆　調査方法
・ 調査票の郵送による通信調査とした。2020年 6月 5日に郵送し、 7月 8日までに返
送してもらった。

図 5　技能実習終了後の技能実習生46名の日本語能力

（出所）筆者作成。
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5 ．1 　調査票の回収結果
調査対象の新潟県の機械・金属関係、IT関係、食品製造関係、建設関係、自動車整備、

繊維・衣服関係の企業、合計で100社へ郵送したうち、35社から回答があり、回答率は
35％であった。有効回答は23社で、有効回答率は65.7％であった。

5 ．2 　調査対象会社の属性
（ 1）所在地
23社の所在地は、「新潟市」が 8社、「魚沼市」が 3社、「新発田市」が 2社、「阿賀野市」

「見附市」がそれぞれ 4社、「柏崎市」が 2社であった。
（ 2）会社の業種
23社のうち、「機械・金属関係」の会社は 3社、「食品製造関係」のは 8社、「自動車整備」
の会社は 4社、「建設関係」の会社は 4社、「繊維・衣服関係」の会社は 3社、「IT関係」
の会社は 1社であった。

表 5　帰国後の仕事と日本語能力

（出所）岩下［2018］p.38
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5 ．3 　調査の結果
23社すべての会社で135人のベトナム人労働者を雇用している。その135人のベトナム
人労働者の在留資格を尋ねた。技能実習の在留資格は96.30%で、技術・人文知識・国際
業務の在留資格は1.48%、特定技能の在留資格は2.22%である。

業種別の在留資格を見ると、機械・金属関係とIT関係の企業ではエンジニアを採用して
おり、食品製造関係、建設関係、自動車整備、繊維・衣服関係の企業では技能実習生が多
い。特定技能生は食品製造関係の企業で働いている。

図 6　労働者の在留資格

（出所）筆者作成。

図 7　業種別の在留資格

（出所）筆者作成。
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各業種の企業は日本語教育を実施する方法は自社で教育することや外部委託することが
多かった。
機械・金属関係の企業は日本語教育を外部委託して実施しており、100％が日本語教育
を行っていた。自社で教育する企業とベトナム人の労働者に日本語教育を検討している企
業はそれぞれ33％である。自動車整備の企業の場合は75％が全く日本語教育はせず、
25％が自社で教育していた。食品製造関係の企業のうち、100％の企業が外部委託してお
り、かつ自社でも教育している企業は63％であった。建設関係の企業では、75％の企業
は自社で教育し、25％は外部委託していた。繊維・衣服関係の企業の場合、100％は外部
委託して、日本語教育を行っていた。IT関係の企業は 1社しかないが、日本語教育を実
施していなかった。
図 9に示すように、新潟県企業で働いているベトナム人の労働者の日本語能力は殆ど

がN 3とN 4レベルである。135人のベトナム人労働者の中、63人が日本語能力資格を取
得していた。
機械・金属関係の企業で働いているベトナム人の内、20％はJLPTN 1を持ち、40％は

JLPTN 4を取得している。自動車整備の各会社ではJLPTN 2、JLPTN 3、JLPTN 4はそ
れぞれ 3％、 6％、 9％を占めている。食品製造関係のベトナム人労働者のN 3の日本語
能力は37%で、N 4は15%で、N 5は 7 %である。建設関係のベトナム人労働者のN 3、
N 4、N 5の日本語能力はそれぞれ 5 %、13％、16％である。繊維・衣服関係の技能実習
生はN 2、N 3の日本語能力は46%で、N 1は 8 %である。IT関係の企業ではベトナム人
労働者は 1人で、日本語能力はN 3である。

図 8　業種別の日本語教育状況

（出所）筆者作成。
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企業の日本語教育意識と実際の労働者の日本語能力を見ると、外部委託で日本語教育を
行う企業の方が労働者の日本語能力と日本語能力資格取得率が高いことがわかった。

6 　おわりに

本研究では、技能実習制度の国際貢献と技術移転の本来の目的である人材育成を強化す
るための仕組みを提案するために、技能実習中の課題と原因および帰国後の就労状況を文
献調査により調べ、人材育成で重要となる技能実習生の日本語能力、ベトナム人技能実習
生を雇っている新潟県企業内での日本語教育の実施状況について調査を行った。
その結果、67％の技能実習生は実習終了後も日本語能力が高いとはいえず、帰国後も

30％が就職できていないことがわかった。また、新潟県企業の場合、ベトナム人技能実
習生の約半分が日本語能力資格を有しており、外部委託で日本語教育を行う企業の方がベ
トナム人労働者の日本語能力と日本語能力資格取得率が高いことがわかった。
新潟県はベトナム人をはじめ、外国人の受け入れが多くないため、技能実習生の犯罪及

び技能実習実施先の不正行為が少ない。犯罪や不正行為の増加を抑えるには、技能実習生
を支援する仕組みを備える必要がある。まずは、外国人が入りやすい地域コミュニティを
作る。具体的には、新潟県内で日本人と国籍別外国人コミュニティを繋ぐ。そこへの情報
発信を通して技能実習生に住みやすい街を作る。技能実習生と情報交換して、犯罪や不正
行為等を発見し、技能実習生を保護できる仕組みを作る。また、技能実習制度の目的であ
る国際貢献と技術移転、人づくりの目的を達成できるように、技能実習生が帰国後日本語

図 9　業種別の日本語教育状況と労働者の日本語能力

（出所）筆者作成。
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能力及び技術を活かして就職する。そのために、受け入れ企業は日本語教育と技能教育と
いう人材育成を重視することが必要である。技能実習生が日本で実習した経験を利用して
母国で就職できることこそ、技能実習制度の本質である国際貢献と技術移転に結びつく。
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